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20082008年度上期決算要約年度上期決算要約

単位：百万円

前年同期比では増収増益

計画対比では売上高は若干未達も、利益はクリア

☆高機能発泡製品はデジタル家電・自動車向けに国内外で好調

☆高機能材料は新用途やＭ＆Ａ効果で増収

☆汎用製品は販売数量減少も価格改定を進める

☆子会社の採算改善は進めたが、原燃料価格急騰に追いつかず
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セグメント別業績概要セグメント別業績概要

単位：百万円

☆樹脂事業は、高機能製品の好調と汎用製品価格改定で増収増益

★シート事業は、流通食品関連の需要低調と容器軽量化の影響を受け減収減益

★建材事業は、構造改革を進めるも、住宅資材需要減と価格改定遅れで利益計画未達
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20082008年度上期経常利益増減要因年度上期経常利益増減要因

10.2億

18.2億

2007年度上期 2008年度上期

9.1億
15.1億

6億
汎用製品販売数量減

汎用製品の採算改善

営業外収益の増加

2億

高機能製品の拡販
1億

固定費削減
（退職給付費用減少・コストダウン）

新規連結に伴う固定費増等

3億

2億
2億
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20082008年度修正計画年度修正計画

単位：百万円

売上は年間で若干下方修正、利益は年間で据置き

☆汎用製品については原料・燃料価格の動向を注視し、適切な対応に努めるとともに、

グループあげての省エネルギー・コストダウンに引き続き取り組む。

☆高機能製品のグローバル展開をさらに加速し、新機能・新分野での需要開拓を進めることで、

収益目標達成に向け注力。
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20082008年度修正計画年度修正計画

単位：百万円

セグメント別修正計画
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20082008年度修正計画年度修正計画

自己株式の取得

＜過去の自己株式取得・消却の推移＞
2000年度 49.8万株取得、49.8万株消却
2003年度 100万株取得
2004年度 92.6万株取得
2005年度 100万株取得
2006年度 50万株取得、200万株消却
2007年度 37.8万株取得
累計 430.2万株取得、249.8万株消却

・取得方法：東京証券取引所における市場買付

・買付期間：2008年11月4日～2009年3月31日

・買付株数：300万株（上限：発行済株式総数の約3％）

（うち100万株は11月4日立会外買付取引にて買付済み）
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中期経営計画中期経営計画
「ＤＡＳＨ５０「ＤＡＳＨ５０‐‐ＳｔａｇｅＳｔａｇｅⅡⅡ」」

（（20062006～～20082008年度）年度）

進捗状況と最終年度目標進捗状況と最終年度目標



2008/11/5 9

【ＤＡＳＨ５０‐ＳｔａｇｅⅡ】基本コンセプト

2006年度

ＤＡＳＨ５０基本コンセプト　　『収益構造改革と成長計画』

2004年度 2005年度 2007年度 2008年度 2009年10月

当
社
創
立
50
周
年

連結経常利益
50億円以上

【目標】

連結売上高
1000億円以上

＜StageⅠ＞ 重点方針

『新ビジネスモデルの構築と開発、
 　　 拡大投資計画の推進』

＜StageⅡ＞ 重点方針

『コア事業のイノベーションと
　　　開発事業の拡大展開』
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ＤＡＳＨＤＡＳＨ ５０５０‐‐ＳｔａｇｅＳｔａｇｅⅡⅡ
＜コンセプト＞ 収益構造改革と成長計画

～コア事業のイノベーションと開発事業の拡大展開～

【重点課題】

１．発泡プラスチック事業のイノベーション
①既存事業の事業力強化
②高機能発泡材料の事業拡大
③環境対応事業の拡大

２．高機能材料事業の拡大
テクポリマー・テクノゲルの事業拡大

３．新事業の育成と立ち上げ

【ＤＡＳＨ５０‐ＳｔａｇｅⅡ】重点課題
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【ＤＡＳＨ５０‐ＳｔａｇｅⅡ】 2008年度収益計画

単位：億円
【２００８年度施策を着実に実行し、早期に成長軌道に復帰】

29.9 31.7

20.3

41.0
(51.8)

30.5 29.2

14.6

40.0
(50.7)

18.0 18.7

7.1

21.5
(27.1)

892.5
949.0

985.6

1,020.0
(1,040)

2005年度実績 2006年度実績 2007年度実績 2008年度修正計画

営業利益 経常利益 当期利益 売上高

（ ）内は社内目標

12.1

17.8

12.3

19.4

12.6

17.9

8.0

10.0

11.2

18.0

6.6

12.1

10.3

10.0

上期
15.3

下期
25.7

9.1

5.5

4.9
2.2

上期
15.1

上期6.9

下期
24.9

下期
14.6

上432.7 下459.8
上456.4 下492.6

上484.5 下501.1
上494.0 下526.0
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【ＤＡＳＨ５０‐ＳｔａｇｅⅡ】 事業ポートフォリオ変革

高機能製品の成長による事業ポートフォリオ変革 …成長市場と海外拡販で高機能製品の比率向上

売上高

営業利益

２００５年度

２００５年度
２００８年度（修正計画）

２００８年度（修正計画）

高機能製品比率 ２３％ 高機能製品比率 ２９％

高機能製品比率 ６４％高機能製品比率 ５６％

２００６年度

高機能製品比率 ２６％

２００６年度

高機能製品比率 ４６％

２００７年度

２００７年度

高機能製品比率 ２７％

高機能製品比率 ７４％

２００８年度営業利益…既存製品は限界利益を２００６年度ベースに回復＋固定費削減
高機能製品は拡販による増益

705億
244億

13.8億17.9億

721億
265億 300億

720億

15.0億
5.3億 26.1億

14.9億
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【ＤＡＳＨ５０‐ＳｔａｇｅⅡ】既存事業の競争力強化

ＥＰＳ・ＰＳＰ業界再編の動き

ＥＰＳ

2008年4月 ＪＳＰが日立化成のＥＰＳ事業を譲受

ＰＳＰ

2008年7月 当社がカネカ子会社サンポリマーのＰＳＰ事業を譲受するこ
とで基本合意

↓

現在公正取引委員会の審査中

↓

2009年1月をめどに事業譲受完了

※本件による影響額は下期修正計画には織り込まず
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【ＤＡＳＨ５０‐ＳｔａｇｅⅡ】既存事業の競争力強化

子会社の省エネ徹底推進

ＥＰＳの発泡・成形プロセス→発泡時にスチームが必要なため重油を使用

＜グループ総力をあげた省エネの取り組み＞

…重点項目の統一化と徹底取り組み
・配管・金型の徹底した蒸気漏れ対策
・ボイラー・成形機の圧力ダウン
・成形工程の見直し 等

…ベンチマーク（Ｂ社）を目標に重油原単位
削減推進
→２００８年度重油・電力費１．５億円／年
削減目標
↓
２００８年上期 ０．５億円の削減（計画0.5億円）
（重油単価急騰の影響を緩和）

．．．
．．．

ＥＰＳ受入

発泡機 (一次発泡)
５～１００倍

成形機
(型内成形)

スチーム
スチーム

EPS成形子会社別重油原単位
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【ＤＡＳＨ５０‐ＳｔａｇｅⅡ】高機能発泡製品の事業拡大

自動車部材 デジタル家電緩衝材

ピオセラン …ポリスチレンとポリオレフィンを組み合わせた当社独自の複合樹脂発泡品

…発泡ポリプロピレンに対して圧縮強度が約２０％強い

…より精密で複雑な設計・デザインが可能

…各種物性を調整する事が可能で、グレードが多彩
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国内乗用車メーカー全８社
でピオセランの部材採用

【ＤＡＳＨ５０‐ＳｔａｇｅⅡ】高機能発泡製品の事業拡大

自動車部材
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【ＤＡＳＨ５０‐ＳｔａｇｅⅡ】高機能発泡製品の事業拡大

デジタル家電緩衝材

薄型テレビパネルの生産
集約化が進む

シャープ

09年度 堺工場稼動
（液晶）

日立パイオニア東芝ソニー

パナソニック

09年度 尼崎工場稼動
（プラズマ）

10年度 姫路工場稼動
（液晶）

共同出資会社

共同出資会社

パネル搬送用ＢＯＸの需要が急増

液晶パネル プラズマパネル
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【ＤＡＳＨ５０‐ＳｔａｇｅⅡ】高機能発泡製品の事業拡大

ピオセラン供給拠点の構築を加速 （2010年度 年産1万6千トン体制目指す→自動車・ＩＴ関連メーカー ）

欧州地域での
設備増強

北米地域での
設備増強

●

ヨーロッパ（オランダ）
2008年11月稼動開始

●
●

台湾

● 日本 (滋賀）
2009年重合設備増強予定

日本（関東）

【発泡剤含浸】 【発泡粒子】

．．．

．．．

【成形 (EPS成形機)】【重合】

世界中のEPS成形メーカー世界中へ展開日本、台湾

中国（天津）
2005年10月稼動

●

中国（蘇州）
2009年春稼動予定

北米（テネシー州）
2006年11月稼動

ピオセラン地域別数量
（原料ベース）

0

5000

10000

15000

20000

2006 2007 2008 2010

トン

欧州

米国

アジア

●

●
アジア地域での
設備増強

● 生産拠点

販売拠点
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ピオセラン売上高

14.6
25.1

33.0
17.6

29.4

36.7

上期

44.6

下期
56.7
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120
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億円

19

【2008年度上期の成果】
☆薄型テレビ完成品梱包材はグローバル供給体制整い大幅増
☆薄型テレビパネル業界再編により搬送容器が大幅に増加
☆自動車部材は日系自動車メーカー向けで着実に採用増加

【2008年度下期の取り組み】
☆需要に対応したグローバル生産販売体制
構築の加速
生産：欧州工場のスムーズな稼動開始

中国蘇州工場の早期立ち上げ
販売：韓国・台湾販社での本格拡販推進

北米での開発営業力強化
☆シャープ堺工場に対応した成形工場建設
推進
☆自動車部材新規用途の開発推進
（シート芯材など）

☆ユーザーニーズに対応した高機能化の
開発推進（軽量化・吸音性能・低ＶＯＣ）

【ＤＡＳＨ５０‐ＳｔａｇｅⅡ】高機能発泡製品の事業拡大

32.2

54.5

69.7

101.3
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【ＤＡＳＨ５０‐ＳｔａｇｅⅡ】高機能発泡製品の事業拡大

ライトロンＣＥ （無架橋高発泡ポリエチレンシート）

ネオミクロレンＳＨＥ （無架橋高発泡ポリプロピレンシート）

薄型テレビをはじめとするデジタル家電や電子部品向け表面保護材として

基盤・コンピュータ関係の部品や携帯電話の保護・緩衝材として

↓
・静電気によるホコリ・ゴミの付着を抑制

・従来の帯電防止品と比べ、持続性のある帯電防止性能をもつ

2007年8月 ライトロンＣＥの生産能力増強（生産プロセス大幅改良）

（天理工場、増強能力 700㌧/年、投資金額3億円）
2008年下期より大手ガラスメーカー（ライトロンＣＥ）・
液晶パネルメーカー（ネオミクロレンＳＨＥ）へ本格参入
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【ＤＡＳＨ５０‐ＳｔａｇｅⅡ】高機能材料の事業拡大

光拡散用途

パソコンやテレビの液晶ディスプレイに使用。球状粒子
の持つ、均一な光拡散効果でディスプレー全体を明るく
したり、ディスプレーを見やすくしたりするのに役立って
います。

テクポリマー

塗料用途
（艶消し効果）

化粧品用途
（しわ隠し、滑り性、触感改良）

当社独自の重合技術から生まれた有機微粒子ポリマー
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【ＤＡＳＨ５０‐ＳｔａｇｅⅡ】高機能材料の事業拡大

液晶テレビの構造

部材点数削減・コストダウン目的でバックライトユニットの簡素化の動きが進む（レンズシートなど）
→従来光拡散機能がなかった部材に光拡散機能を付与する動き（プリズムシート、偏光板、反射フィルム）
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【ＤＡＳＨ５０‐ＳｔａｇｅⅡ】高機能材料の事業拡大

【2008年度上期の成果】

★液晶拡散フィルム向けは、部材複合化、業界競争激化の影響を受け伸び悩み

☆液晶新規用途での需要増（ＡＧフィルム・複合機能シート）

☆塗料・化粧品用途が伸長（化粧品向けに非真球状微粒子が採用）

【2008年度下期の取り組み】

☆液晶分野の伸長需要をキャッチアップし

た拡販継続と、部材複合化に対応した新

規採用の推進

☆塗料分野の自動車内装向けを国内外で

拡販

☆新規分野の開拓と実績化

☆顧客要求に対応した品質の向上と現有

設備での生産能力・効率アップ

テクポリマー売上高

14.9 17.4 17.8

15.8

18.0 17.7

上期
18.7

下期
21.5

0

10

20

30

40

50

2005 2006 2007 2008

億円

30.7

35.4 35.5

40.2
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【ＤＡＳＨ５０‐ＳｔａｇｅⅡ】高機能材料の事業拡大

当社独自技術による導電性ハイドロゲル

テクノゲル

低周波治療器用パッド 心電図用電極

電気メス用対極板 美容機器用パッド

各種パック材
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テクノゲル売上高
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【2008年度下期の取り組み】

☆ゲルシートの海外向け拡販促進

25

【2008年度上期の成果】

☆日東電工ハイドロゲル事業を譲受

（投資額約２億円、2008/4譲受）

商権（大手医療器具商社等）を確実に承継

＜譲受事業の製品＞

アクリル系高分子ゲル（低周波治療器用電極・

心電図用四肢電極）

ウレタン系ゲル（心電図用胸部電極）

【ＤＡＳＨ５０‐ＳｔａｇｅⅡ】高機能材料の事業拡大

6.8

7.6 7.4

11.4
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エプスレム

【2008年度上期の成果】
☆シャープの大型液晶テレビ梱包材が引き続き
順調

☆パソコン梱包材での採用決定

↓
【2008年度下期の取り組み】
☆新規顧客の開拓促進（冷蔵庫・エアコン・
パソコン等）
☆日系家電メーカーの海外拠点への対応検討

廃家電樹脂等を利用したリサイクルビーズ

【ＤＡＳＨ５０‐ＳｔａｇｅⅡ】環境対応事業の拡大

エプスレム売上高
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植物由来樹脂発泡体

【現状と今後の取組み】
☆商品開発プロジェクトチームで用途探索
特に自動車部材・ヘルメットインナー等で有望
↓

☆事業化に向けた取り組みを推進

【ＤＡＳＨ５０‐ＳｔａｇｅⅡ】新事業の育成と立ち上げ

ポリ乳酸樹脂（ＰＬＡ）

トウモロコシなどの植物から製造される樹脂（カー
ボンニュートラル性を有する環境負荷が低い材料）

【ポリ乳酸樹脂（ＰＬＡ）の特性】
○…環境適性・耐溶剤性・耐候性
×…耐熱性（通常６０℃）

↓
加熱寸法安定性が低く、ビーズ法発泡体として実用化困難

↓
加熱寸法安定性を高めるためには結晶化度を高める必要
がある

↓
結晶化度を高めると成型加工が困難

当社独自開発の製造プロセスにより、結晶化度を成型加工
中に低く抑制し、最終製品では結晶化度を高くする技術を
開発

↓
世界で初めて１５０℃の加熱寸法安定性を有するビーズ法
ＰＬＡ発泡体を開発

【特長】

●加熱寸法安定性に優れる：ＥＰＳやＥＰＰより優れた加熱
寸法安定性
●優れた成型性：省エネ成型可能（低温成型８５～９０℃)
３Ｄ形状の成型可能
●耐油性・耐候性に優れる：ＰＬＡが本来持つ特性を保持

●着色が容易：鮮やかなカラービーズが得られる、成形品
へのペイント処理も容易
●ＶＯＣが発生しない
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【ＤＡＳＨ５０‐ＳｔａｇｅⅡ】新事業の育成と立ち上げ

光学用反射板

当社の高機能樹脂発泡シートをさらに進化させ、光学用途に対応
＜素材＞発泡層を有する無延伸ＰＰ系積層シート

【特長】

●高反射率：全反射率９８％以上（うち９８％以上が
拡散成分）→光ムラの低減に貢献
●高剛性：高いハンドリング性を有する→組み立て時
の作業性向上に貢献
●熱成形性：熱成形により形状付与が可能

【熱成形のメリット】

●バックライトユニットや光源に合わせた光学設計の
自由度が向上

●適切な成形により光源の反射効率をアップさせるこ
とが可能（明るさアップ・光源数低減・光ムラの低減）
●成形により設置剛性がアップ

【現状と今後の取組み】
☆量産試作ラインを設置済みであり、ＬＥＤ用部材、
電飾看板・照明用部材を中心にサンプルワーク推進
☆ＦＰＤ展２００８へ出展

↓
☆商品化にめどをつけ、事業化を推進
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参考資料参考資料
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【参考資料】 連結経営成績推移連結経営成績推移
売上高 利益
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【参考資料】 連結財政状態推移連結財政状態推移
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【参考資料】 設備投資・減価償却費・研究開発費推移設備投資・減価償却費・研究開発費推移
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【参考資料】 当社の主要製品と用途当社の主要製品と用途

ＰＳ（ポリスチレン）

エスレンシート
（ＰＳＰ）

魚函、農産箱

食品トレー、カップ麺容器

エスレンフォーム
（ＸＰＳ）

住宅・ビル断熱材

盛土ブロック・断熱材

当社

エスレンビーズ
（ＥＰＳ）

成形メーカー

エチレン

プロピレン

ベンゼン

分解油

ナフサ

ＰＥ（ポリエチレン）

ＰＰ（ポリプロピレン）

ライトロン 包装・梱包材、雑貨

電子部品梱包、耐熱容器

電気機器梱包材

自動車部材、ＩＴ関連梱包材

セルペット

テクポリマー

ピオセラン

ＭＭＡモノマー

ネオミクロレン

液晶部材、化粧品・塗料添加材

原油

ＰＥＴ（ポリエチレンテレフ
タラート）

ＳＭ（スチレンモノマー）

樹脂事業
シート事業
建材事業



2008/11/5 34

★内容に関するお問合せは…
経営企画部（ＩＲ） （03）3347-9618 までお願いいたします。

★当社のホームページもあわせてご覧ください。

アドレスは http://www.sekisuiplastics.co.jp/

本資料に記載されている見込、計画、見通しなど将来に関する記述は、当社が現在入
手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績
等は、様々な要因により大きく異なる可能性があります。

本資料においては、第１・２四半期（４～９月度）を上期、第３・４四半期（１０～３月度）を
下期として表記しております。


